
なお、障害者の法定雇用率については、障害者雇用促進法施行令の改正（注）により、

平成 年 月より、以下のとおり、引き上げられました。民間企業、国、地方公共

団体等は、法定雇用率に相当する人数以上の障害者を雇用することが義務付けられて

います。

（注）障害者の法定雇用率は、障害者雇用促進法第 条第 項の規定により、少なくとも 年ご

とに政令で定めるとされています。

 

対象となる法人等
法定雇用率

年 月まで 年 月より

民間企業（常用労働者数 人以上規模） ％ ％

特殊法人等（常用労働者数 人以上規模） ％ ％

国、地方公共団体 ％ ％

都道府県等の教育委員会 ％ ％

参考 「江戸川区の障害者虐待に対する取り組みについて」

平成 年 月の障害者虐待防止法施行に伴い、虐待の未然防止や早期発見・対応を

行い、本人とその家族などの養護者を支援することを目的として、相談対応や周知・啓発

活動を実施しています。障害のある方への虐待やその疑いがある場合は、子ども家庭支援

センターや警察等の関係機関と連携し、迅速かつ適切な対応を図ります。

＜障害者虐待対応のイメージ＞

家族、施設職員、

近隣住民等

通 報

本人からの届出

■障害者福祉課

（身体障害・知的障害）

■保健予防課（精神障害）

江戸川区

虐待と認められた場合は、一時保護等の対応を実施

子ども家庭
支援センター

警 察

児童相談所

東京都

労働局 関係自治体

事実確認、安否確認、立入調査等

連 携

第２章 江戸川区の現況

１ 人口の推移

江戸川区の総人口は、平成 年から平成 年にかけて、減少していますが、平成

年からは、増加傾向で推移しています。 月 日現在の総人口は、 人とな

っています。

構成比では、 ～ 歳と ～ 歳の総人口に占める割合が減少傾向にある一方で、

～ 歳と 歳以上の割合が増加傾向にあり、高齢化が進んでいます。

＜江戸川区の総人口の推移＞

（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

実

数

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

構

成

比

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

※住民基本台帳登録者（外国人含む）
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２ 障害者手帳所持者数の推移

（１）障害者手帳所持者数（ 障害）の推移 
障害者手帳の所持者数は、 障害全てにおいて、毎年増加しており、総人口に占め

る割合も増加傾向にあります。 
構成比では、身体障害者手帳所持者が約 割を占め、最も多くなっています。

＜障害者手帳所持者数（ 障害）の推移＞

（各年 月 日現在）

平成 年平成 年平成 年平成 年平成 年

総 人 口

人 口

対 年比

手帳所持者割合

障害者手帳所持者
所持者数

対 年比

身体障害者手帳

所持者数

対 年比

構 成 比

愛の手帳

（知的障害者）

所持者数

対 年比

構 成 比

精神障害者

保健福祉手帳

所持者数

対 年比

構 成 比

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

身体障害者手帳

愛の手帳

（知的障害者）

精神障害者

保健福祉手帳

12



２ 障害者手帳所持者数の推移

（１）障害者手帳所持者数（ 障害）の推移 
障害者手帳の所持者数は、 障害全てにおいて、毎年増加しており、総人口に占め

る割合も増加傾向にあります。 
構成比では、身体障害者手帳所持者が約 割を占め、最も多くなっています。

＜障害者手帳所持者数（ 障害）の推移＞

（各年 月 日現在）

平成 年平成 年平成 年平成 年平成 年

総 人 口

人 口

対 年比

手帳所持者割合

障害者手帳所持者
所持者数

対 年比

身体障害者手帳

所持者数

対 年比

構 成 比

愛の手帳

（知的障害者）

所持者数

対 年比

構 成 比

精神障害者

保健福祉手帳

所持者数

対 年比

構 成 比

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

身体障害者手帳

愛の手帳

（知的障害者）

精神障害者

保健福祉手帳

（２）身体障害者手帳所持者数の推移

① 年齢区分別

身体障害者手帳所持者数は、毎年増加しており、平成 年 月 日現在

人となっています。 歳以上の割合が増加しており、高齢化が進んでいます。 
なお、難病等での身体障害者手帳取得者数は、平成 年 月 日時点では 人、

平成 年 月 日時点では 人となっています。 
 
＜年齢区分別 身体障害者手帳所持者数＞

（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

実

数

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

構

成

比

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

参考 「身体障害者手帳」

身体障害者手帳は、身体障害者福祉法に定める障害程度に該当すると認められた人に

交付されるもので、各種の福祉サービスを受けるために必要となるものです。

障害の程度により、 級（重度）から 級（軽度）までの区分があります。
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② 対人口割合

平成 年 月 日現在の対人口割合では、区の総人口に占める割合は ％と

なっています。

年齢 区分の対人口割合では、全ての年齢区分において、ほぼ横ばいで推移して

います。

 
＜対人口割合（年齢 区分別）＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳
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② 対人口割合

平成 年 月 日現在の対人口割合では、区の総人口に占める割合は ％と

なっています。

年齢 区分の対人口割合では、全ての年齢区分において、ほぼ横ばいで推移して

います。

 
＜対人口割合（年齢 区分別）＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

③ 障害部位別

障害部位別では、内部障害は増加していますが、その他の障害については、ほぼ

横ばいで推移しています。

構成比では、肢体不自由が半数以上を占め、続いて、内部障害が約 割となって

おり、両障害を合わせると全体の 割以上を占めています。

 
＜障害部位別 身体障害者手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全 体
所持者数

対 年比

肢体不自由

所持者数

対 年比

構 成 比

視覚障害

所持者数

対 年比

構 成 比

聴覚・平衡

機能障害

所持者数

対 年比

構 成 比

音声言語

機能障害

所持者数

対 年比

構 成 比

内部障害

所持者数

対 年比

構 成 比

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

肢体不自由

視覚障害

聴覚・平衡機能障害

音声言語機能障害

内部障害
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④ 等級別

等級別では、 級が他の等級に比べて、増加の割合が大きくなっています。 
構成比では、 級の割合が減少し、それ以外の等級は、ほぼ横ばいで推移してい

ます。 
 
＜等級別 身体障害者手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全体
所持者数

対 年比

級

（重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

（軽度）

所持者数

対 年比

構 成 比

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

級（重度）

級

級

級

級

級（軽度）
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④ 等級別

等級別では、 級が他の等級に比べて、増加の割合が大きくなっています。 
構成比では、 級の割合が減少し、それ以外の等級は、ほぼ横ばいで推移してい

ます。 
 
＜等級別 身体障害者手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全体
所持者数

対 年比

級

（重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

（軽度）

所持者数

対 年比

構 成 比

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

級（重度）

級

級

級

級

級（軽度）

（３）愛の手帳所持者数の推移 
① 年齢区分別

愛の手帳所持者数は、毎年増加しており、平成 年 月 日現在 人とな

っています。 ～ 歳の割合が約 割を占め、最も多くなっています。

 
＜年齢区分別 愛の手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

実

数

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

構

成

比

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

 

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

参考 「愛の手帳」

愛の手帳は、児童相談所または東京都心身障害者福祉センターにおいて知的障害者であ

ると判定された人に交付されるもので、各種の福祉サービスを受けるために必要となるも

のです。国の制度として療育手帳があり、「愛の手帳」はこの制度の適用を受けています。

障害の程度により、 度（最重度）から 度（軽度）までの区分があります。
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② 対人口割合

平成 年 月 日現在の対人口割合では、区の総人口に占める割合は ％と

なっています。

年齢 区分の対人口割合では、 歳以上は、ほぼ横ばいですが、それ以外の年齢

区分は、増加傾向で推移しています。特に ～ 歳と ～ 歳では、他の年齢区

分に比べて割合が大きく増加しています。

 
＜対人口割合（年齢 区分別）＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上
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② 対人口割合

平成 年 月 日現在の対人口割合では、区の総人口に占める割合は ％と

なっています。

年齢 区分の対人口割合では、 歳以上は、ほぼ横ばいですが、それ以外の年齢

区分は、増加傾向で推移しています。特に ～ 歳と ～ 歳では、他の年齢区

分に比べて割合が大きく増加しています。

 
＜対人口割合（年齢 区分別）＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

③ 等級別

等級別では、すべての等級において増加傾向となっています。 
構成比では、 度（軽度）の割合が増加し、 度（重度）、 度（中度）の割合が

減少しています。

 
＜等級別 愛の手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全体
所持者数

対 年比

度

（最重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

度

（重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

度

（中度）

所持者数

対 年比

構 成 比

度

（軽度）

所持者数

対 年比

構 成 比

 
 

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

度（最重度）

度（重度）

度（中度）

度（軽度）

19



（４）精神障害者保健福祉手帳所持者数等の推移 
① 全体の推移

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、毎年増加しています。平成 年 月 日

現在 人で、区の総人口に占める割合は ％となっています。

自立支援医療（精神通院医療）の受給者数は、増加傾向で推移しています。

＜精神障害者保健福祉手帳所持者数及び自立支援医療（精神通院医療）受給者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年平成 年平成 年平成 年平成 年

精神障害者保健福祉手帳所持者

自立支援医療（精神通院医療）受給者

 
 

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

精神障害者保健福祉手帳所持者 自立支援医療（精神通院医療）受給者

参考 「精神障害者保健福祉手帳」

精神障害者保健福祉手帳は、精神障害のため、長期にわたり日常生活または社会生活へ

の制約がある人を対象として、一定の精神障害の状態にあることを証明する手段として交

付されます。障害の程度により、 級（重度）から 級（軽度）までの区分があります。

手帳の取得により、障害の種別と程度に応じたサービスを利用できるようになります。

参考 「自立支援医療（精神通院医療）受給者」

自立支援医療（精神通院医療）受給者とは、自立支援医療制度による「自立支援医療受

給者証（精神通院）」の交付を受けている人です。これは、精神疾患を有し、通院による

精神医療を継続的に要する程度の病状にある人の通院医療費の負担軽減を図るものです。
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（４）精神障害者保健福祉手帳所持者数等の推移 
① 全体の推移

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、毎年増加しています。平成 年 月 日

現在 人で、区の総人口に占める割合は ％となっています。

自立支援医療（精神通院医療）の受給者数は、増加傾向で推移しています。

＜精神障害者保健福祉手帳所持者数及び自立支援医療（精神通院医療）受給者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年平成 年平成 年平成 年平成 年

精神障害者保健福祉手帳所持者

自立支援医療（精神通院医療）受給者

 
 

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

精神障害者保健福祉手帳所持者 自立支援医療（精神通院医療）受給者

参考 「精神障害者保健福祉手帳」

精神障害者保健福祉手帳は、精神障害のため、長期にわたり日常生活または社会生活へ

の制約がある人を対象として、一定の精神障害の状態にあることを証明する手段として交

付されます。障害の程度により、 級（重度）から 級（軽度）までの区分があります。

手帳の取得により、障害の種別と程度に応じたサービスを利用できるようになります。

参考 「自立支援医療（精神通院医療）受給者」

自立支援医療（精神通院医療）受給者とは、自立支援医療制度による「自立支援医療受

給者証（精神通院）」の交付を受けている人です。これは、精神疾患を有し、通院による

精神医療を継続的に要する程度の病状にある人の通院医療費の負担軽減を図るものです。

② 年齢区分別

年齢区分別の精神障害者保健福祉手帳所持者数では、全ての年齢区分において、

増加傾向で推移しています。 ～ 歳が約半数を占めています。

 
＜年齢区分別 精神障害者保健福祉手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

実

数

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

構

成

比

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳
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③ 等級別

等級別の精神障害者保健福祉手帳所持者数では、 級が約半数を占め、最も多く

なっています。続いて、 級が約 割を占めています。

 
＜等級別 精神障害者保健福祉手帳所持者数＞ 

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全体
所持者数

対 年比

級

（重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

（軽度）

所持者数

対 年比

構 成 比

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

級（重度）

級

級（軽度）
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③ 等級別

等級別の精神障害者保健福祉手帳所持者数では、 級が約半数を占め、最も多く

なっています。続いて、 級が約 割を占めています。

 
＜等級別 精神障害者保健福祉手帳所持者数＞ 

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全体
所持者数

対 年比

級

（重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

（軽度）

所持者数

対 年比

構 成 比

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

級（重度）

級

級（軽度）

（５）障害支援区分認定者数の推移

障害支援区分（注）の認定者数は、毎年増加しており、障害別では、知的障害者の割

合が最も多くなっています。また、難病等の患者については、障害者総合支援法の施

行により、障害者の範囲に追加されたことから、平成 年度より区分の認定が行わ

れています。 
（注）平成 年度までは、「障害程度区分」。障害者総合支援法の施行に伴い、平成 年度から

「障害支援区分」に改められました。 

＜障害支援区分 認定者数＞

 
 

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

計

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

計

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

計

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

計

精
神
障
害
者

難
病
等
の
患
者

合計

身
体
障
害
者

知
的
障
害
者

（各年 月 日現在）

参考 「障害支援区分」

障害者総合支援法のサービスを利用するには、「障害支援区分」の認定を行う必要があ

ります。障害支援区分は、支援の度合いを示し、区分 （低い）から区分 （高い）に分

類されます。この結果によって、サービス利用の給付要件などが決まります。
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３ 障害者の実雇用率の推移

ハローワーク木場管轄（江戸川区及び江東区）での平成 年以降の民間企業にお

ける実雇用率は、年々上昇しています。平成 年時点の実雇用率は ％となって

おり、全国の ％より低くなっていますが、東京都の ％を上回っています。

なお、全国、東京都、ハローワーク木場管轄のいずれにおいても、平成 年時点

では、法定雇用率の ％には達していません。

＜民間企業における障害者の実雇用率の推移（注）＞

（注）平成 年 月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等）があったため、

平成 年とそれ以前の数値を単純に比較することは適当ではない状況です。

＜法定雇用率＞

対象となる法人等
法定雇用率

年 月まで 年 月より

民間企業（常用労働者数 人以上規模） ％ ％

特殊法人等（常用労働者数 人以上規模） ％ ％

国、地方公共団体 ％ ％

都道府県等の教育委員会 ％ ％

  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

法定雇用率

全国

東京都

木場管轄

％

（各年 月 日現在）
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